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地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関

係法律の整備に関する法律による公有地の拡大の推進に関する法律

の一部改正の施行について（通知） 

平素は、公有地の拡大の推進に関する法律（以下「公拡法」という。）第２章

の施行についてご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。 

このことについて、国土交通省不動産・建設経済局土地政策課長及び都市局

公園緑地・景観課長から別添のとおり通知がありましたので、お知らせします。 

 今後、生産緑地の売買を仲介される場合には、下記の点に留意していただき

ますようお願いします。 

記 

1 改正の内容 

生産緑地法第10条の規定に基づく市町村長への買取りの申出をした者は、

同法第 12 条の規定に基づく買い取らない旨の通知があった日の翌日から１

年間に限り、公拡法第４条第１項の規定に基づく都道府県知事等への有償譲

渡の届出を不要とする。 

2 留意事項 

 (1) 公拡法第４条第１項の規定に基づく有償譲渡の届出を省略するには、生

産緑地法第10条の規定に基づく買取りの申出を先行して行う必要があること。  

(2) 公拡法第４条第１項の規定に基づく有償譲渡の届出を先行して行ったと

しても、生産緑地法第 10 条の規定に基づく買取りの申出が不要になるもので

はないこと。 

(3) 令和６年９月 18 日以前に買取りの申出を行った者が土地を有償で譲渡

しようとするときには、従前のとおり有償譲渡の届出が必要であること。 
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